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平成２９年４月２０日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 裁決取消、滞納処分停止取消処分取消請求控訴事件

（原審・大阪地方裁判所平成●●年（○○）第●●号（甲事件）、同年（○○）第●

●号（乙事件）） 

口頭弁論終結日 平成２９年３月９日 

 

判     決 

控訴人（一審原告）   Ｘ 

被控訴人（一審被告）  国 

処分行政庁       生野税務署長 

裁決行政庁       国税不服審判所長 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は、控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 甲事件 

国税不服審判所長が平成２７年４月１６日付けでした控訴人の審査請求を棄

却する旨の裁決を取り消す。 

３ 乙事件 

生野税務署長が平成２６年３月７日付けでした控訴人に対する滞納処分の停

止取消処分を取り消す。 

４ 訴訟費用は、第１、２審とも、被控訴人の負担とする。 
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第２ 事案の概要 

以下で使用する略称は、原判決のものによる。 

１ 本件は、生野税務署長が、控訴人に対し、控訴人の滞納国税についてした滞

納処分の停止処分（本件停止処分）について、停止の要件を欠くに至ったとし

て、本件停止処分の取消処分（本件停止取消処分）を行ったところ、控訴人が、

被控訴人に対し、本件停止取消処分に係る審査請求に対する裁決（本件裁決）

が違法であるとして、その取消しを求めるとともに（甲事件）、本件停止取消処

分は違法であると主張して、その取消しを求める（乙事件）事案である。 

２ 関係法令等の定め、前提事実並びに争点及び争点に関する当事者の主張は、

原判決の「事実及び理由」中の第２の２ないし４に記載のとおりであるから、

これを引用するほか、当審における控訴人の補充主張を次のとおり付加する。 

（１） 控訴人は、自宅購入前に生野税務署の担当者に自宅の購入と滞納処分の

停止処分との関係等について相談し、その説明により、購入費用の全額を

銀行からの借入金で自宅を購入することに問題がないと信じたことは一貫

して主張している。控訴人は、乙第１６、１７号証を見て、記憶を一部修

正したが、供述を変遷させたものではない。 

（２） 単純に法定納期限等と抵当権の設定年月日の先後によってのみ滞納処分

の執行対象か否かを判断すべきではない。本件不動産は、その購入費用の

全額を本件借入れによってまかなったものであるから実質的に訴外銀行の

ものであり、訴外銀行のものである本件不動産から控訴人が滞納した税金

を回収すべきではないから、滞納処分の執行対象となる財産ではない。 

（３） 生野税務署は、本件停止取消処分をして、控訴人が訴外銀行から借り入

れた１９５０万円（本件借入れ）で控訴人に本件不動産を買わせた上、一

方的に本件停止取消処分をすることは、同税務署が、控訴人と共謀して訴

外銀行から１９５０万円を詐取して、利得するのと同じ結果となるから、

本件停止取消処分は信義則に反するものである。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の請求はいずれも理由がないと判断する。その理由は、

次のとおり補正し、後記２のとおり当審における控訴人の補充主張に対する判

断を加えるほか、原判決「事実及び理由」中の第３の１ないし４に記載のとお

りであるから、これを引用する。 

（１） 原判決８頁２２行目の「停止中に」の前に「滞納処分の」を加える。 

（２） 原判決９頁５行目から７行目にかけての「原告は、当初、陳述書（甲８）

において、本件停止処分後である平成２３年８月頃に、生野税務署の担当

官から本件不動産を購入しても先の滞納停止処分は取り消されない旨の説

明を受けたと述べていた。」を「控訴人は、平成２８年４月６日付けの陳述

書（甲８）に、本件停止処分後である平成２３年８月頃に、生野税務署の

担当官から本件不動産を購入しても先の滞納停止処分は取り消されない旨

の説明を受けたとの事実経過を記載した。」に、１１行目から１２行目にか

けての「原告は、面接した相手はＢであること、面接した日時は本件停止

処分の前の本件面接であった旨述べる陳述書（甲９）を提出し、」を「控訴

人は、平成２８年６月１７日付けの陳述書（甲９）に、面接した相手はＢ

であり、面接した日時は本件停止処分の前の本件面接であったとの説明を

記載して、甲８号証の陳述記載を訂正するとし、」に、１３行目の「原告の

供述」を「控訴人の説明」に、１６行目の「当初の供述時」を「甲８号証

作成時」に、１７行目から１９行目にかけての「説明するものの、これら

が合理的な理由とはいい難く、他に納得できる理由を見出すことはできな

い。」を「説明するが、原審における控訴人本人尋問の結果及び弁論の全趣

旨によれば、甲８号証は控訴人が控訴人訴訟代理人に対して説明した内容

を控訴人訴訟代理人がまとめ、控訴人がその内容を確認したものであると

認められ、これを前提とすると、気が動転していたとか内容には理解でき

ないところがあったなどの控訴人が説明する変遷理由は合理的なものとい
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うことはできず、本件記録に現れた事実を考慮しても、控訴人の説明の変

遷理由を合理的に理解することはできない。」に、２６行目の「原告の供述」

を「控訴人の原審における本人尋問の結果及びこれと同旨の甲９号証の陳

述記載」にそれぞれ改める。 

２ 控訴人の補充主張は、次のとおりいずれも理由がないか失当である。 

（１） 控訴人は、生野税務署の担当者の説明により、購入費用の全額を銀行か

らの借入金で自宅を購入することに問題がないと信じたことを一貫して主

張しているのであって、記憶を一部修正したが、説明を変遷させたもので

はないと主張する。 

しかし、滞納処分の停止処分がある状態で、購入費用の全額を銀行から

の借入金で自宅を購入した場合に、同停止処分が取り消されて自宅を失う

危険があるかないかという重大な事柄に関して税務署の担当官と面談した

という事実は、個人にとっては非常に重要な財産的行為に関する事実であ

って、強く記憶に残るのが通常であるといえる。また、その事実を自己が

依頼した代理人弁護士に説明するのであるから、落ち着いた状況でその内

容について確認しながら説明をするのが通常である。それにもかかわらず、

甲８号証の陳述記載と甲９号証の陳述記載及び原審における控訴人本人尋

問の結果との間で、税務署の担当官との面談時期や、滞納処分の停止処分

との先後関係についての説明が相違するというのであるから、その相違は、

記憶の一部修正にとどまらず、経緯の重要な点について説明内容が変更さ

れたというほかはない。 

したがって、前記補正して引用した原判決第３の２の判断のとおり、控

訴人の原審における本人尋問の結果及びこれと同旨の甲９号証の陳述記載

を信用することはできない。 

（２） 控訴人は、本件不動産が実質上訴外銀行のものであって、これを滞納処

分の執行対象となるとするならば、訴外銀行の財産から控訴人が滞納した
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税金を回収することになると主張するが、本件不動産の帰属に関する主張

は実体法上およそ成り立たないものであって主張自体失当であり、したが

って、税金の回収に関する主張部分は前提を欠くものとして失当である。 

（３） 控訴人は、本件停止取消処分を実行することは、生野税務署が訴外銀行

から１９５０万円を詐取して利得するのと同じ結果となるから、本件停止

取消処分は信義則に反するとも主張するが、前記認定・判断のとおり、控

訴人が主張する本件不動産を購入した経緯を認めることができないのであ

るから、控訴人が主張する詐取、不当利得という事実ないし法律関係を認

める余地はなく、理由がない。 

３ 以上のとおりであるから、本件停止取消処分は適法である。 

よって、原判決は相当であって、本件控訴には理由がないから、これを棄却

することとして、主文のとおり判決する。 

 

大阪高等裁判所第８民事部 

裁判長裁判官   山田 知司 

裁判官   髙橋 文淸 

裁判官   中尾 彰 

 


